
平成２８年度環境関連事業一覧

（単位：千円）

28当初予算額

３　地球温暖化対策の推進

28,275

（ 15,851 ）

115,766

（ 83,460 ）

4,037

（ 1,621 ）

43,602

（ 10,000 ）

200,550

（ 20,830 ）

418,676
（ 1,063 ）

　本県の強みを生かしたエネルギー関連産業の集積を加速化するとともに、有望
分野への新たな取組へと連鎖させることで、県内エネルギー関連産業の躍進を支
援する。
　・地熱や小水力分野における販路開拓の支援
　・コンビナートで発生する副生水素や電力自由化､小風力分野に関する研究開
発
　  支援
　・外部からの研究開発の募集、可能性調査支援
　・会員企業が開発した新技術・製品の展示会出展支援
　・エネルギー産業会の最新情報提供行うセミナーの開催
  ・省エネに関する県内事業者向けセミナーを開催
　・新エネや省エネなどに対する国の補助金を効果的に活用するため、
　　省エネ・新エネコーディネーターを配置

節電・省エネ行動等の実践と普及を図るため、節電の広報や、県庁舎緑のカーテ
ンの設置及び緑のカーテンフォトコンテストの実施等により県民の節電・省エネ
意識の高揚を図る。

県民の安全・安心のため、災害時の初動体制を確実に担保し、防災機能を強化す
ることを目的に、庁舎等の防災拠点における非常時の電源を、再生可能エネルギ
－で賄えるように太陽光発電システムや蓄電池等を設置し、自立分散型エネル
ギーシステムの導入を促進する。（３箇所）

継続

継続

節電・省エネ対策推進事業
（地域環境保全基金　4,037）

継続

エネルギー関連産業成長促進事業

防災拠点再生可能エネルギー導入事業
（地域環境保全基金　115,476）

県内のＣＯ２排出量削減のため、家庭及び事業所に対し、省エネ・節電セミナー
の開催や、省エネ診断、エコアクション２１認証取得の支援等を実施することに
より、家庭・業務部門のＣＯ２削減を図るとともに、ノーマイカーウィークやエ
コ通勤割引の実施により運輸部門のＣＯ２削減を推進する。また、家庭における
節電や環境ボランティア活動への参加者にポイントを付与し、ＣＯ２排出抑制を
促進する九州版炭素マイレージ制度を推進する。
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事業内容及び取組状況番号 部局名 事業名 事業区分
(H28.8月執行済額）

生活環境部
地球温暖化対策推進事業
（地域環境保全基金　14,312）
（産廃税基金　　 　 12,906）

継続

3 生活環境部

商工労働部4

1

5 継続農林水産部 小水力発電施設整備事業

生活環境部

6 農林水産部
造林事業
(保育間伐推進緊急対策事業)（再掲）

継続
3～7齢級の若齢林の保育間伐を促進するため、県、市町村の上乗せにより、公共
造林事業の補助率を嵩上げし、健全で活力ある森林の維持を図る。

農業水利施設を活用した小水力発電の施設整備及び導入支援を行う。
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79,871
（ 65,806 ）

389,440
（ 131,008 ）

334,926
（ 1,439 ）

165,163

（ 11,725 ）

51,464

（ 1,244 ）

11,342

（ 4,336 ）

161

（ 161 ）

222,862

（ 97,196 ）

2,066,135

（ 445,740 ）

継続12 農林水産部 九州材販路拡大総合対策事業

病院局

警察本部
交通安全施設整備事業
（信号灯器ＬＥＤ化・信号機新設）

１４事業小計　　

造林事業
(再造林促進緊急対策事業)（再掲）

継続

新規

再造林促進事業
（森林環境保全基金:70,200）（再掲）

継続

おおいた型次世代木造住宅創造事業

病院本館３階の事務室の南側の外来棟屋上に、幅70ｍのネットプランターを設置
し、緑のカーテン（ゴーヤ等）を作ることで、執務室の気温上昇を緩和し、節電
に努める。

九州産木材（九州材）の販路を拡大するため、九州各県と連携しロットや品揃え
をまとめ、県外の大消費地や海外の新たな市場への販売に向けた取組を支援す
る。

地域材の需要を拡大するため、地域材パネル工法の普及に向けた取組を支援す
る。

13

14
県下79箇所の交差点に設置されている信号灯器（車両用・歩行者用）を、省エネ
型のＬＥＤ式信号灯器への切り替え及び30箇所の交差点にＬＥＤ式信号灯器を新
設について、順次設置作業を実施している。

継続

屋上緑化事業 継続

継続

継続農林水産部

9 農林水産部
荒廃人工林緊急整備事業
（森林環境保全基金:31,518）（再掲）

10

7

11

農林水産部

8 農林水産部

農林水産部

20％以上の広葉樹の植栽を伴う再造林に対して、公共造林事業の補助率を5％嵩
上げすることで、森林所有者の森林造成意欲を喚起し、再造林の促進と森林の有
する公益的機能の低下防止を図る。

県全体での木材利用の促進を図るため、木材利用の普及啓発につながる公共建築
物等を整備する取組に対して支援する｡

災害発生等が懸念される間伐放棄林や造林未済地について、更新伐、強度間伐や
再造林を実施し、公益的機能が発揮できる健全な森林に誘導する。

木造建築物等建設促進総合対策事業
（森林環境保全基金　5,163）

林業経営適地内で、植栽本数を減らし低コストで再造林を実施する森林所有者に
対し上乗せ助成を行い、林業の持続的な経営と森林の公益的機能の回復を図る。
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